
 

 

○ 発 行 者 以 外 の 者 に よ る 株 券 等 の 公 開 買 付 け の 開 示 に 関 す る 内 閣 府 令 （ 平 成 二 年 大 蔵 省 令 第 三 十 八 号 ） 

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 の 傍 線 を 付 し 又 は 破 線 で 囲 ん だ 部 分 の よ う に 改 め る 。 

 

改  正  後 改  正  前 

  

第二号様式 

【表紙】 

【提出書類】            公開買付届出書 

【提出先】             関東財務局長 

【提出日】                年 月 日 

【届出者の氏名又は名称】⑴                     

【届出者の住所又は所在地】                     

【最寄りの連絡場所】                        

【電話番号】                            

【事務連絡者氏名】                         

【代理人の氏名又は名称】⑵                     

【代理人の住所又は所在地】                     

【最寄りの連絡場所】                        

【電話番号】                            

【事務連絡者氏名】                         

【縦覧に供する場所】⑶       名称 

（所在地） 

第二号様式 

【表紙】 

【提出書類】            公開買付届出書 

【提出先】             関東財務局長 

【提出日】                年 月 日 

【届出者の氏名又は名称】⑴                     

【届出者の住所又は所在地】                     

【最寄りの連絡場所】                        

【電話番号】                            

【事務連絡者氏名】                         

【代理人の氏名又は名称】⑵                     

【代理人の住所又は所在地】                     

【最寄りの連絡場所】                        

【電話番号】                            

【事務連絡者氏名】                         

【縦覧に供する場所】⑶       名称 

（所在地） 

第１ ［略］ 第１ ［同左］ 

第２【公開買付者の状況】⒁ 第２ ［同左］ 

１【会社の場合】 １ ［同左］ 

［⑴・⑵ 略］  ［⑴・⑵ 同左］ 

⑶【継続開示会社たる公開買付者に関する事項】⒄ ⑶ ［同左］ 

①【公開買付者が提出した書類】⒅ 

イ ［略］ 

ロ【半期報告書】 

事業年度 第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日）    年 月 日 

 財務（支）局長に提出 

ハ ［略］ 

① ［同左］ 

イ ［同左］ 

ロ【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第 期第 四半期（第 期中）（自    年 月 日 至    年 月 日）

    年 月 日  財務（支）局長に提出 

ハ ［同左］ 

② ［略］ ② ［同左］ 

［２・３ 略］ ［２・３ 同左］ 

［第３・第４ 略］ ［第３・第４ 同左］ 

第５【対象者の状況】(27) 第５ ［同左］ 

［１～３ 略］ ［１～３ 同左］ 

４【継続開示会社たる対象者に関する事項】(31) ４ ［同左］ 

⑴【対象者が提出した書類】(32） ⑴ ［同左］ 

① ［略］ ① ［同左］ 
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②【半期報告書】 

事業年度 第 期中（自    年 月 日 至    年 月 日）    年 月 日  

財務（支）局長に提出 

②【四半期報告書又は半期報告書】 

事業年度 第 期第 四半期（第 期中）（自    年 月 日 至    年 月 日） 

   年 月 日  財務（支）局長に提出 

［③・④ 略］ ［③・④ 同左］ 

⑵ ［略］ ⑵ ［同左］ 

［５・６ 略］ ［５・６ 同左］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

［⑴～⑹ 略］ ［⑴～⑹ 同左］ 

⑺ 買付け等を行った後における株券等所有割合 ⑺ ［同左］ 

ａ ［略］ ａ ［同左］ 

ｂ 「対象者の総株主等の議決権の数」欄には、原則として、公開買付開始公告を行った日の総株主等

の議決権の数を記載すること。ただし、これが分からない場合には、直近に提出された有価証券届出

書、有価証券報告書又は半期報告書（法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下同じ。

）に記載された総株主等の議決権の数を記載しても差し支えない。 

また、株券等が特定投資家向け有価証券（法第４条第３項に規定する特定投資家向け有価証券をい

う。(27)において同じ。）である場合には、次に掲げる総株主等の議決権の数を記載しても差し支えな

い。 

ｂ 「対象者の総株主等の議決権の数」欄には、原則として、公開買付開始公告を行った日の総株主等

の議決権の数を記載すること。ただし、これが分からない場合には、直近に提出された有価証券届出

書、有価証券報告書、四半期報告書（法第24条の４の７第１項に規定する四半期報告書をいう。以下

同じ。）又は半期報告書（法第24条の５第１項に規定する半期報告書をいう。以下同じ。）に記載さ

れた総株主等の議決権の数を記載しても差し支えない。 

また、株券等が特定投資家向け有価証券（法第４条第３項に規定する特定投資家向け有価証券をい

う。(27)において同じ。）である場合には、次に掲げる総株主等の議決権の数を記載しても差し支えな

い。 

［⒜・⒝ 略］ ［⒜・⒝ 同左］  

［ｃ・ｄ 略］ ［ｃ・ｄ 同左］ 

［⑻～⒂ 略］ ［⑻～⒂ 同左］ 

⒃ 経理の状況 ⒃ ［同左］ 

ａ 次の⒜又は⒝に掲げる場合の区分に応じ、当該⒜又は⒝に定めるものを記載すること。 

⒜ ［略］ 

⒝ ⒜に掲げる場合以外の場合 

財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38年大蔵省令第 59号）の規定により

作成した財務諸表（貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書に限る。以下同じ。）を記

載すること。ただし、同規則第２条の規定により他の法令、準則等の定めるところにより財務諸表

を作成している場合には、当該財務諸表を記載し、その旨注記すること。 

なお、公開買付者が外国法人等である場合で、上記規則により作成することが困難であるときに

は、その国の法令の規定又は慣習により作成した財務諸表を記載することができる。この場合にお

いて、特殊な会計処理をしているもの又は特異な科目表示をしているものがあれば、それについて

分かりやすく説明すること。 

ａ 次に掲げる場合に応じ、次に掲げるものを記載すること。 

⒜ ［同左］ 

⒝ ⒜以外の場合 

財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和 38年大蔵省令第 59号）の規定により

作成した財務諸表（貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書に限る。以下同じ。）を記

載すること。ただし、同規則第２条の規定により他の法令、準則等の定めるところにより財務諸表

を作成している場合には、当該財務諸表を記載し、その旨注記すること。 

なお、公開買付者が外国法人等である場合で、上記規則により作成することが困難であるときに

は、その国の法令の規定又は慣習により作成した財務諸表を記載することができる。この場合にお

いて、特殊な会計処理をしているもの又は特異な科目表示をしているものがあれば、それについて

分かりやすく説明すること。 

ｂ ａ⒜又は⒝に定める財務諸表は、最近事業年度のものを記載すること。ただし、最近事業年度に係

る有価証券報告書の提出日以降届出書提出日までの間に半期報告書を提出している場合には、最近事

業年度の財務諸表とともに当該半期報告書に記載した中間連結貸借対照表及び中間連結損益計算書（

ａ⒝に掲げる場合にあっては、中間貸借対照表及び中間損益計算書）を記載すること。 

ｂ これらの財務諸表は、最近事業年度のものを掲げること。最近事業年度に係る有価証券報告書の提

出日以降届出書提出日までの間に四半期報告書を提出している場合には、最近事業年度の財務諸表と

ともに届出書提出日の直前に提出した四半期報告書に記載した四半期連結貸借対照表（ａ⒝の場合に

あっては、四半期貸借対照表）及び四半期連結損益計算書（当該四半期の属する事業年度の期首から

当該四半期の末日までの期間に係るもの）（ａ⒝の場合にあっては、四半期損益計算書（当該四半期

の属する事業年度の期首から当該四半期の末日までの期間に係るもの））を掲げること。また、公開

買付者が四半期報告書を提出していない場合であって、最近事業年度に係る有価証券報告書の提出日

以降届出書提出日までの間に半期報告書を提出しているときは、最近事業年度の財務諸表とともに当

該半期報告書に記載した中間連結貸借対照表（ａ⒝にあっては、中間貸借対照表）及び中間連結損益
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計算書（ａ⒝にあっては、中間損益計算書）を掲げること。 

ｃ ［略］ ｃ ［同左］ 

⒄ ［略］ ⒄ ［同左］ 

⒅ 公開買付者が提出した書類 ⒅ ［同左］ 

ａ 届出書の提出日において既に提出されている公開買付者の直近の有価証券報告書及びその添付書類

並びにその提出以後に提出される半期報告書並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

ａ 届出書の提出日において既に提出されている公開買付者の直近の有価証券報告書及びその添付書類

並びにその提出以後に提出される四半期報告書（当該四半期報告書が複数あるときは、その直近のも

のをいう。）及び半期報告書並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

ｂ 公開買付期間中に、有価証券報告書又は半期報告書が提出される予定である場合には、その旨（当

該有価証券報告書又は半期報告書の提出予定時期が記載できる場合には当該提出予定時期を含む。）

記載すること。 

ｂ 公開買付期間中に、有価証券報告書、四半期報告書又は半期報告書が提出される予定である場合に

は、その旨（当該有価証券報告書、四半期報告書又は半期報告書の提出予定時期が記載できる場合に

は当該提出予定時期を含む。）記載すること。 

ｃ ［略］ ｃ ［同左］ 

［⒆～(29) 略］ ［⒆～(29) 同左］ 

(30) 株主の状況 (30) ［同左］ 

ａ 届出日までに半期報告書又は臨時報告書（法第24条の５第４項に規定する臨時報告書をいう。）が

提出され、これらの報告書に主要株主（法第 163 条第１項に規定する主要株主をいう。）及び役員の

異動の記載がある場合には、それを「⑵ 大株主及び役員の所有株式の数」に注記すること。 

ａ 届出日までに四半期報告書若しくは半期報告書又は臨時報告書（法第24条の５第４項に規定する臨

時報告書をいう。）が提出され、これらの報告書に主要株主（法第 163 条第１項に規定する主要株主

をいう。）及び役員の異動の記載がある場合には、それを「⑵ 大株主及び役員の所有株式の数」に

注記すること。 

［ｂ～ｄ 略］ ［ｂ～ｄ 同左］ 

(31) ［略］ (31) ［同左］ 

(32) 対象者が提出した書類 

次に掲げるものを除き、⒅に準じて記載すること。 

(32) ［同左］ 

［同左］ 

ａ 届出書の提出日において既に提出されている対象者の最近２事業年度に係る有価証券報告書及びそ

の添付書類並びにその提出以後に提出される半期報告書及び臨時報告書（法第24条の５第４項に規定

する臨時報告書をいい、当該有価証券報告書又は半期報告書のうち直近に提出されたものの提出日以

降届出日までの間に企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号又は第９号を提出理由と

して提出されたものに限る。）並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

ａ 届出書の提出日において既に提出されている対象者の最近２事業年度に係る有価証券報告書及びそ

の添付書類並びにその提出以後に提出される四半期報告書（当該四半期報告書が複数あるときは、そ

の直近のものをいう。）、半期報告書及び臨時報告書（法第24条の５第４項に規定する臨時報告書を

いい、当該有価証券報告書、四半期報告書又は半期報告書のうち直近に提出されたものの提出日以降

届出日までの間に企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号又は第９号を提出理由とし

て提出されたものに限る。）並びにこれらの訂正報告書について記載すること。 

ｂ 「② 半期報告書」については、半期報告書に主要株主（法第 163 条第１項に規定する主要株主を

いう。）及び役員の異動の記載がある場合には、その旨付記すること。 

ｂ 「② 四半期報告書又は半期報告書」については、これらの報告書に主要株主（法第 163 条第１項

に規定する主要株主をいう。）及び役員の異動の記載がある場合には、その旨付記すること。 

ｃ ［略］ ｃ ［同左］ 

［(33)・(34) 略］ ［(33)・(34) 同左］ 

  

第六号様式 

【表紙】 

【提出書類】                公開買付報告書 

【提出先】                 関東財務局長 

【提出日】                    年 月 日 

【報告者の氏名又は名称】⑴                         

【報告者の住所又は所在地】                         

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

第六号様式 

【表紙】 

【提出書類】                公開買付報告書 

【提出先】                 関東財務局長 

【提出日】                    年 月 日 

【報告者の氏名又は名称】⑴                         

【報告者の住所又は所在地】                         

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             
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【代理人の氏名又は名称】⑵                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑶           名称 

（所在地） 

【代理人の氏名又は名称】⑵                         

【代理人の住所又は所在地】                         

【最寄りの連絡場所】                            

【電話番号】                                

【事務連絡者氏名】                             

【縦覧に供する場所】⑶           名称 

（所在地） 

［１・２ 略］ ［１・２ 略］ 

（記載上の注意） （記載上の注意） 

  あん分比例方式により買付け等を行う場合において、本報告書を提出する際に記載することが困難であ

る事実がある場合には、本報告書を提出する時点で確定した事項のみ記載すること。この場合には、記載

することができることとなった時点において訂正報告書を提出すること。 

［同左］ 

［⑴～⑸ 略］ ［⑴～⑸ 同左］ 

⑹ 買付け等を行った後における株券等所有割合 ⑹ ［同左］  

ａ 「対象者の総株主等の議決権の数」欄には、原則として、報告書提出日の総株主等の議決権（法第

29 条の４第２項に規定する総株主等の議決権をいう。以下同じ。）の数を記載すること。ただし、こ

れが分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書、有価証券報告書又は半期報告書に記載

された総株主等の議決権の数を記載しても差し支えない。 

また、株券等が特定投資家向け有価証券（法第４条第３項に規定する特定投資家向け有価証券をい

う。）である場合には、次に掲げる総株主等の議決権の数を記載しても差し支えない。 

ａ 「対象者の総株主等の議決権の数」欄には、原則として、報告書提出日の総株主等の議決権（法第

29 条の４第２項に規定する総株主等の議決権をいう。以下同じ。）の数を記載すること。ただし、こ

れが分からない場合には、直近に提出された有価証券届出書、有価証券報告書、四半期報告書又は半

期報告書に記載された総株主等の議決権の数を記載しても差し支えない。 

また、株券等が特定投資家向け有価証券（法第４条第３項に規定する特定投資家向け有価証券をい

う。）である場合には、次に掲げる総株主等の議決権の数を記載しても差し支えない。 

［⒜・⒝ 略］ ［⒜・⒝ 同左］ 

［ｂ・ｃ 略］ ［ｂ・ｃ 同左］ 

⑺ ［略］ ⑺ ［同左］ 

備 考 表 中 の ［ ］ の 記 載 は 注 記 で あ る 。 
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